
（第143期第２四半期）

自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

四半期報告書

エコナックホールディングス株式会社

E00576



頁

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… 1

２　事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… 1

第２　事業の状況

１　事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 2

２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………… 2

３　経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… 3

第３　提出会社の状況

１　株式等の状況

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… 4

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… 4

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… 4

(4）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… 4

(5）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… 5

(6）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… 6

２　役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 6

第４　経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… 7

１　四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 8

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 10

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 10

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 11

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………… 12

２　その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 16

第二部　提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 17

［四半期レビュー報告書］

目　　　　　　　次



【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年11月10日

【四半期会計期間】 第143期第２四半期（自　2022年７月１日　至　2022年９月30日）

【会社名】 エコナックホールディングス株式会社

【英訳名】 ECONACH HOLDINGS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　鈴木　隆太

【本店の所在の場所】 東京都港区南青山７丁目８番４号

【電話番号】 ０３（６４１８）４３９１（代表）

【事務連絡者氏名】 管理課長　村田　義明

【最寄りの連絡場所】 東京都港区南青山７丁目８番４号

【電話番号】 ０３（６４１８）４３９１（代表）

【事務連絡者氏名】 管理課長　村田　義明

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】



回次
第142期

第２四半期
連結累計期間

第143期
第２四半期

連結累計期間
第142期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 235,759 618,788 751,440

経常損失（△） （千円） △103,324 △62,924 △131,783

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △127,990 △61,758 △22,004

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △127,990 △62,912 △20,851

純資産額 （千円） 3,587,928 4,519,903 4,582,816

総資産額 （千円） 5,134,955 5,985,215 6,099,893

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △3.00 △1.17 △0.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.9 75.5 75.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △165,942 △50,395 134,415

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △13,771 △736,371 △184,390

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △56,700 △56,700 774,348

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 970,225 1,087,546 1,931,013

回次
第142期

第２四半期
連結会計期間

第143期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年７月１日
至2021年９月30日

自2022年７月１日
至2022年９月30日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △1.04 △0.96

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記

載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が収束には至っていないも

のの、行動制限の解除や感染症危機における体制強化の推進により持ち直しの気運が高まっております。しかしな

がら、世界的な資源価格の高騰、急激な円安の進行による物価の高騰などにより、先行きは不透明な状況が続いて

おります。

　このような状況のもと、当社グループの主力である温浴事業では、東京都新宿区歌舞伎町にて事業展開する温浴

施設「テルマー湯　新宿店」におきまして、本年１月から従来の24時間営業を再開したことにより、徐々に入館者

数も回復し当第２四半期連結累計期間の入館者数は前年同四半期と比べ176.5％増加し、15万１千２百人となりまし

た。集客活動といたしましては、施設屋上を改装した「ルーフトップスポーツバー＆フィットネス」を４月から新

たに開始いたしました。これは、岩盤浴をご利用のお客様に対し40台以上のフィットネスマシンや220インチ大型Ｌ

ＥＤビジョンなどが設置された施設をご利用いただけるサービスであります。そのほか、近年ブームとなっている

サウナに関するイベントにも注力いたしました。

また、埼玉県比企郡滑川町に新たに「グランピング♨テルマー湯　滑川店」が2022年９月17日にグランドオープ

ンいたしました。都心で展開する「新宿店」とは違ったコンセプトで、ファミリー層などを取り込む施設となって

おり、郊外の広い敷地を生かし、温浴施設と10月26日オープンのグランピング施設のコラボレーションで相乗効果

を図る施設となっております。しかしながら、滑川店の初期投資費用を計上しているため温浴事業全体として利益

の減少要因となりました。

その結果、売上高は前年同四半期に比べ198.8％増加し596,249千円、営業利益は3,080千円（前年同四半期は営業

損失54,918千円）となりました。

　不動産事業では、東京都港区西麻布に所有するビルの住居部分の賃貸収益につきまして、継続して安定した収入

を得ることができました。しかしながら、前連結会計年度までテナントへの賃貸物件として活用していた部分に関

しましては、現在、都心型サウナ・スパ施設へ改装中のため、不動産事業の賃貸収益といたしましては減少の要因

となっております。その結果、売上高は前年同四半期に比べ37.8％減少し22,538千円、営業損失は2,569千円（前年

同四半期は営業利益13,165千円）となりました。

以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は前年同四半期に比

べ162.5％増加し618,788千円となりました。営業損失は59,473千円（前年同四半期は営業損失97,841千円）、経常

損失は62,924千円（前年同四半期は経常損失103,324千円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は61,758千円（前

年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失127,990千円）となりました。

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金の減少などにより前連結会計年度末と比較して114,677千

円減少し、5,985,215千円となりました。負債は、未払法人税等の減少などにより前連結会計年度末と比較して

51,765千円減少し、1,465,312千円となりました。純資産は、利益剰余金の減少などにより前連結会計年度末と比較

して62,912千円減少し、4,519,903千円となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末に比べ、843,466千円減少し、1,087,546千円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、50,395千円（前年同四半期は165,942千円の使用）となりました。これは、主に

税金等調整前四半期純損失の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、736,371千円（前年同四半期は13,771千円の使用）となりました。これは、有形

固定資産の取得による支出などであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、56,700千円（前年同四半期は56,700千円の使用）となりました。これは、長期

借入金の返済による支出であります。

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

（6）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 52,932,733 52,932,733
　東京証券取引所

　プライム市場

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 52,932,733 52,932,733 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2022年８月２日

（注）
－ 52,932 △443,874 100,000 － 470,776

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2022年６月29日開催の第142回定時株主総会において、資本金の額の減少について決議され、2022年８月２日付で

その効力が発生しております。
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2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

株式会社ウェブ 千葉県市川市南行徳１丁目１６－２２ 5,102 9.64

ロイヤル観光有限会社 広島県広島市中区広瀬北町３－３６ 3,951 7.46

株式会社船橋カントリー倶楽部 千葉県白井市清戸７０３ 3,640 6.87

株式会社ＮＦＫホールディング

ス
東京都港区南青山７丁目８－４ 3,061 5.78

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 2,871 5.42

株式会社トーテム 東京都港区南青山７丁目８－４ 2,575 4.86

伊豆シャボテンリゾート株式会

社
東京都港区南青山７丁目８－４ 2,040 3.85

株式会社広共コーポレーション 東京都港区南青山７丁目８－４ 1,965 3.71

有限会社ＭＢＬ 東京都港区南青山７丁目８－４ 1,300 2.45

株式会社広共 広島県広島市中区本通９－３０ 900 1.70

計 － 27,406 51.79

（５）【大株主の状況】

（注）当第２四半期会計期間末現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の信託業務に係る株式

数については、当社として把握することができないため記載しておりません。
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2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 16,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,909,300 529,093 －

単元未満株式 普通株式 6,733 － －

発行済株式総数 52,932,733 － －

総株主の議決権 － 529,093 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数100個が含まれております。

2022年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エコナックホールディ

ングス株式会社

東京都港区南青山

７丁目８番４号
16,700 － 16,700 0.03

計 － 16,700 － 16,700 0.03

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人やまぶきによる四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第142期連結会計年度　　　　　フロンティア監査法人

第143期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間　　　　　監査法人やまぶき
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,931,013 1,087,546

売掛金 42,466 58,947

商品 107 1,135

貯蔵品 149 153

その他 11,546 36,230

貸倒引当金 △2,541 △3,683

流動資産合計 1,982,742 1,180,330

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,841,375 1,918,324

機械装置及び運搬具（純額） 50,045 78,646

工具、器具及び備品（純額） 23,287 41,225

土地 1,834,794 1,834,794

建設仮勘定 114,312 662,185

有形固定資産合計 3,863,814 4,535,175

無形固定資産

借地権 85,248 96,149

ソフトウエア 185 2,991

電話加入権 1,528 1,528

その他 － 2,666

無形固定資産合計 86,962 103,335

投資その他の資産

投資有価証券 600 600

その他 172,922 167,988

貸倒引当金 △7,148 △2,214

投資その他の資産合計 166,373 166,373

固定資産合計 4,117,150 4,804,885

資産合計 6,099,893 5,985,215

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 20,788 29,769

１年内返済予定の長期借入金 118,404 122,454

未払金 30,280 102,281

未払法人税等 63,472 1,687

契約負債 4,835 5,937

前受金 2,764 4,940

賞与引当金 1,437 2,603

株主優待引当金 1,081 703

その他 35,213 37,933

流動負債合計 278,278 308,310

固定負債

長期借入金 939,796 879,046

繰延税金負債 44,099 46,244

再評価に係る繰延税金負債 8,899 10,052

資産除去債務 204,111 217,935

長期預り金 41,892 3,723

固定負債合計 1,238,798 1,157,001

負債合計 1,517,077 1,465,312

純資産の部

株主資本

資本金 543,874 100,000

資本剰余金 3,791,435 4,235,309

利益剰余金 229,578 167,819

自己株式 △2,235 △2,235

株主資本合計 4,562,652 4,500,893

その他の包括利益累計額

土地再評価差額金 20,163 19,010

その他の包括利益累計額合計 20,163 19,010

純資産合計 4,582,816 4,519,903

負債純資産合計 6,099,893 5,985,215
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 235,759 618,788

売上原価 266,476 558,856

売上総利益又は売上総損失（△） △30,716 59,931

販売費及び一般管理費 ※１ 67,125 ※１ 119,404

営業損失（△） △97,841 △59,473

営業外収益

受取利息 5 8

奨励金収入 － 1,000

受取手数料 348 －

固定資産賃貸料 384 384

その他 138 1,225

営業外収益合計 876 2,618

営業外費用

支払利息 6,196 5,392

その他 163 675

営業外費用合計 6,359 6,068

経常損失（△） △103,324 △62,924

特別利益

補助金収入 ※２ 7,504 ※２ 4,997

特別利益合計 7,504 4,997

特別損失

新型コロナウイルス感染症対応による損失 32,909 －

特別損失合計 32,909 －

税金等調整前四半期純損失（△） △128,730 △57,926

法人税、住民税及び事業税 691 1,687

法人税等調整額 △1,430 2,144

法人税等合計 △739 3,832

四半期純損失（△） △127,990 △61,758

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △127,990 △61,758

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

四半期純損失（△） △127,990 △61,758

その他の包括利益

土地再評価差額金 － △1,153

その他の包括利益合計 － △1,153

四半期包括利益 △127,990 △62,912

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △127,990 △62,912

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △128,730 △57,926

減価償却費 78,142 100,907

新型コロナウイルス感染症対応による損失 32,909 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 73 △3,791

賞与引当金の増減額（△は減少） － 1,166

株主優待引当金の増減額（△は減少） △307 △378

ポイント引当金の増減額（△は減少） △3,516 －

受取利息及び受取配当金 △5 △8

補助金収入 △7,504 △4,997

支払利息 6,196 5,392

売上債権の増減額（△は増加） 1,391 △16,480

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,278 △1,032

仕入債務の増減額（△は減少） △5,012 8,980

未払消費税等の増減額（△は減少） △28,030 △2,524

未収消費税等の増減額（△は増加） △7,234 △25,284

長期預り金の増減額（△は減少） △468 △38,169

その他の資産の増減額（△は増加） △2,220 5,451

その他の負債の増減額（△は減少） 35,992 17,003

その他 △892 0

小計 △30,495 △11,690

利息及び配当金の受取額 5 8

利息の支払額 △6,187 △5,310

補助金の受取額 7,605 4,997

新型コロナウイルス感染症対応による損失の支払

額
△13,248 －

法人税等の支払額 △123,622 △38,399

営業活動によるキャッシュ・フロー △165,942 △50,395

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,771 △721,724

無形固定資産の取得による支出 － △14,647

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,771 △736,371

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △56,700 △56,700

財務活動によるキャッシュ・フロー △56,700 △56,700

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △236,413 △843,466

現金及び現金同等物の期首残高 1,206,639 1,931,013

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 970,225 ※ 1,087,546

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（追加情報）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　当社及び連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。

これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用す

る場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」

という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会

計方針の変更による影響はないものとみなしております。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

　　至  2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

　　至  2022年９月30日）

給料手当 10,276千円 18,502千円

役員報酬 12,802 12,600

諸会費・手数料 24,138 51,399

貸倒引当金繰入額 73 1,098

賞与引当金繰入額 1,000 1,046

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２　補助金収入

新型コロナウイルス感染症の影響により、政府、自治体から支給された給付金等を「補助金収入」として特別利

益に計上しております。

前第２四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年９月30日）

現金及び預金勘定 970,225千円 1,087,546千円

現金及び現金同等物 970,225 1,087,546

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日  至2021年９月30日）

　該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日  至2022年９月30日）

株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年６月29日開催の定時株主総会決議に基づき、2022年８月２日付で減資の効力が発生し資本金

443,874千円を減少し、その全額をその他資本剰余金へ振り替えております。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が100,000千円、資本剰余金が4,235,309千円となって

おります。

　なお、株主資本の合計金額への影響はありません。
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（単位：千円）

温浴 不動産 合計

売上高

温浴　施設利用料等 123,449 － 123,449

温浴　その他のサービス等（注１） 75,543 － 75,543

不動産賃貸　管理サービス等 － 1,277 1,277

顧客との契約から生じる収益 198,993 1,277 200,270

その他の収益（注２） 537 34,952 35,489

外部顧客への売上高 199,530 36,229 235,759

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 199,530 36,229 235,759

セグメント利益又は損失（△） △54,918 13,165 △41,752

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △41,752

全社費用（注） △56,089

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △97,841

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注１）温浴　その他のサービス等は、飲食、マッサージ等による売上高になります。

（注２）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等になります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（単位：千円）

温浴 不動産 合計

売上高

温浴　施設利用料等 401,750 － 401,750

温浴　その他のサービス等（注１） 194,062 － 194,062

不動産賃貸　管理サービス等 － 979 979

顧客との契約から生じる収益 595,812 979 596,792

その他の収益（注２） 436 21,559 21,996

外部顧客への売上高 596,249 22,538 618,788

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 596,249 22,538 618,788

セグメント利益又は損失（△） 3,080 △2,569 511

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 511

全社費用（注） △59,985

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △59,473

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注１）温浴　その他のサービス等は、飲食、マッサージ等による売上高になります。

（注２）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等になります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △３円00銭 △１円17銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）
△127,990 △61,758

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）（千円）
△127,990 △61,758

普通株式の期中平均株式数（千株） 42,711 52,915

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年11月10日

エコナックホールディングス株式会社

取締役会　御中

監査法人やまぶき

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 江　口　　二　郎

指定社員
業務執行社員

公認会計士 福　水　　佳　恵

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエコナックホー

ルディングス株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月

１日から2022年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エコナックホールディングス株式会社及び連結子会社の2022年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

その他の事項

会社の2022年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2021年11月９日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2022年６月17日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・  四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・  四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


